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�愛媛県規則第３２号
愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則（平成１２年愛媛県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（規則で定める手数料の金額）

第１条 省略

２～６ 省略

７ 条例別表６の表３２の項の右欄の規則で定める金額は、次の各号

（規則で定める手数料の金額）

第１条 省略

２～６ 省略

７ 条例別表６の表３２の項の右欄の規則で定める金額は、次の各号
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に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。

� 省略

� 前号に掲げる実技試験以外の実技試験（次号から第７号まで

に該当するものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 園芸装飾、造園、さく井、金属溶解、鋳造、鍛造、金属熱

処理、粉末冶金、機械加工、非接触除去加工、金型製作、金

属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミ

ニウム陽極酸化処理、溶射、金属ばね製造、ロープ加工、仕

上げ、切削工具研削、ダイカスト、電子回路接続、電子機器

組立て、電気機器組立て、シーケンス制御、半導体製品製

造、プリント配線板製造、自動販売機調整、産業車両整備、

鉄道車両製造・整備、時計修理、光学機器製造、内燃機関組

立て、空気圧装置組立て、油圧装置調整、縫製機械整備、建

設機械整備、農業機械整備、冷凍空気調和機器施工、染色、

ニット製品製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布

はく縫製、機械木工、家具製作、建具製作、紙器・段ボール

箱製造、プリプレス、印刷、製本、プラスチック成形、強化

プラスチック成形 、石材施工、パン製造、菓子

製造、製麺、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製

品製造、みそ製造、酒造、建築大工、枠組壁建築、かわらぶ

き、とび、左官、築炉、ブロック建築、エーエルシーパネル
ちゅう

施工、タイル張り、畳製作、配管、厨房設備施工、型枠施

工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、樹脂接着

剤注入施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、カーテンウォー

ル施工、サッシ施工、自動ドア施工、バルコニー施工、ガラ

ス施工、ウェルポイント施工、化学分析、金属材料試験、貴

金属装身具製作、印章彫刻、表装、塗装、路面標示施工、塗

料調色、広告美術仕上げ、義肢・装具製作、舞台機構調整、

工業包装、写真、産業洗浄、商品装飾展示又はフラワー装飾

の実技試験 １８，２００円

イ・ウ 省略

� ２級の技能検定に係る実技試験（実技試験を実施する日の属

する年度の４月１日において２３歳未満の在校生（職業能力開発

促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に規定する公

共職業能力開発施設において職業訓練（職業能力開発促進法施

行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第９条に規定する短期間の

訓練課程の職業訓練（以下「短期訓練課程」という。）を除

く。）を受けている者、同法第２５条の規定により設置される職

業訓練施設において同法第２４条第３項に規定する認定職業訓練

（短期訓練課程を除く。）を受けている者（現に雇用されてい

る者を除く。）若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力

開発総合大学校において指導員訓練（同項に規定する指導員訓

練をいう。）若しくは職業訓練（短期訓練課程を除く。）を受

けている者又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する高等学校、中等教育学校（同法第６６条に規定する後期課

程に限る。）、特別支援学校（同法第７６条第２項に規定する高

等部に限る。）、大学若しくは高等専門学校、同法第１２４条に

規定する専修学校若しくは同法第１３４条第１項に規定する各種

学校に在学する者をいい、出入国管理及び難民認定法（昭和２６

年政令第３１９号）別表第１の上欄の在留資格をもって在留する

者を除く。以下同じ。）（以下「２３歳未 満 の 在 校 生」と い

う。）に係る実技試験に限る。）及び３級の技能検定に係る実

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。

� 省略

� 前号に掲げる実技試験以外の実技試験（次号から第５号まで

に該当するものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 園芸装飾、造園、さく井、金属溶解、鋳造、鍛造、金属熱

処理、粉末冶金、機械加工、放電加工 、金型製作、金

属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミ

ニウム陽極酸化処理、溶射、金属ばね製造、ロープ加工、仕

上げ、切削工具研削、ダイカスト、電子回路接続、電子機器

組立て、電気機器組立て 、半導体製品製

造、プリント配線板製造、自動販売機調整、産業車両整備、

鉄道車両製造・整備、時計修理、光学機器製造、内燃機関組

立て、空気圧装置組立て、油圧装置調整、縫製機械整備、建

設機械整備、農業機械整備、冷凍空気調和機器施工、染色、

ニット製品製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布

はく縫製、機械木工、家具製作、建具製作、紙器・段ボール

箱製造、プリプレス、印刷、製本、プラスチック成形、強化

プラスチック成形、陶磁器製造、石材施工、パン製造、菓子

製造、製麺、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製

品製造、みそ製造、酒造、建築大工、枠組壁建築、かわらぶ

き、とび、左官、築炉、ブロック建築、エーエルシーパネル
ちゅう

施工、タイル張り、畳製作、配管、厨房設備施工、型枠施

工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、樹脂接着

剤注入施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、カーテンウォー

ル施工、サッシ施工、自動ドア施工、バルコニー施工、ガラ

ス施工、ウェルポイント施工、化学分析、金属材料試験、貴

金属装身具製作、印章彫刻、表装、塗装、路面標示施工、塗

料調色、広告美術仕上げ、義肢・装具製作、舞台機構調整、

工業包装、写真、産業洗浄、商品装飾展示又はフラワー装飾

の実技試験 １８，２００円

イ・ウ 省略

� ３級の技能検定に係る実技試験（

在校生（職業能力開発

促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に規定する公

共職業能力開発施設において職業訓練（職業能力開発促進法施

行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第９条に規定する短期間の

訓練課程の職業訓練（以下「短期訓練課程」という。）を除

く。）を受けている者、同法第２５条の規定により設置される職

業訓練施設において同法第２４条第３項に規定する認定職業訓練

（短期訓練課程を除く。）を受けている者（現に雇用されてい

る者を除く。）若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力

開発総合大学校において指導員訓練（同項に規定する指導員訓

練をいう。）若しくは職業訓練（短期訓練課程を除く。）を受

けている者又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する高等学校、中等教育学校（同法第６６条に規定する後期課

程に限る。）、特別支援学校（同法第７６条第２項に規定する高

等部に限る。）、大学若しくは高等専門学校、同法第１２４条に

規定する専修学校若しくは同法第１３４条第１項に規定する各種

学校に在学する者をいう

。以 下 同 じ。）

に係る実技試験
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技試験（同日において２３歳未満の者（同欄の在留資格をもって

在留する者を除く。）に係る実技試験に限り、第５号から第７

号までに該当するものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア 園芸装飾、造園、さく井、金属溶解、鋳造、鍛造、金属熱

処理、粉末冶金、機械加工、非接触除去加工、金型製作、金

属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミ

ニウム陽極酸化処理、金属ばね製造、ロープ加工、仕上げ、

切削工具研削、ダイカスト、電子機器組立て、電気機器組立

て、シーケンス制御、半導体製品製造、プリント配線板製

造、自動販売機調整、産業車両整備、鉄道車両製造・整備、

時計修理、光学機器製造、内燃機関組立て、空気圧装置組立

て、油圧装置調整、縫製機械整備、建設機械整備、農業機械

整備、冷凍空気調和機器施工、染色、ニット製品製造、紳士

服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫製、機械木工、

家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造、プリプレス、

印刷、製本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石

材施工、パン製造、菓子製造、ハム・ソーセージ・ベーコン

製造、水産練り製品製造、みそ製造、酒造、建築大工、かわ

らぶき、とび、左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、畳
ちゅう

製作、配管、厨房設備施工、型枠施工、鉄筋施工、コンク

リート圧送施工、防水施工、樹脂接着剤注入施工、内装仕上

げ施工、熱絶縁施工、カーテンウォール施工、サッシ施工、

自動ドア施工、ガラス施工、ウェルポイント施工、化学分

析、金属材料試験、貴金属装身具製作、印章彫刻、表装、塗

装、広告美術仕上げ、義肢・装具製作、舞台機構調整、工業

包装、写真、商品装飾展示又はフラワー装飾の実技試験 １

３，７００円

イ 前号イに掲げる実技試験 １０，６００円

ウ 前号ウに掲げる実技試験 ８，８００円

� ３級の技能検定に係る実技試験（在校生に係る実技試験に限

り、第６号及び第７号に該当するものを除く。） 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア 園芸装飾、造園、さく井、鋳造、鍛造、金属熱処理、機械

加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっ

き、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、ダイカスト、電子

機器組立て、電気機器組立て、シーケンス制御、プリント配

線板製造、時計修理、内燃機関組立て、冷凍空気調和機器施

工、染色、ニット製品製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製

品製造、布はく縫製、家具製作、建具製作、紙器・段ボール

箱製造、印刷、製本、プラスチック成形、強化プラスチック

成形、石材施工、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製

造、水産練り製品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左

官、築炉、ブロック建築、タイル張り、配管、型枠施工、鉄

筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、内装仕上げ施

工、熱絶縁施工、サッシ施工、ウェルポイント施工、化学分

析、貴金属装身具製作、表装、塗装、広告美術仕上げ、舞台

機構調整、工業包装、写真、商品装飾展示又はフラワー装飾

の実技試験 １２，１００円

イ 第２号イに掲げる実技試験 １０，１００円

ウ 第２号ウに掲げる実技試験 ８，９００円

� ３級の技能検定に係る実技試験（実技試験を実施す

に限り、次号及び第５号

に該当するものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア 園芸装飾、造園、さく井 、鋳造、鍛造、金属熱

処理 、機械加工 、金

属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミ

ニウム陽極酸化処理 、仕上げ

、ダイカスト、電子機器組立て、電気機器組立

て 、プリント配 線 板 製

造 、

時計修理 、内燃機関組立て

、冷凍空気調和機器施工、染色、ニット製品製造、紳士

服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫製 、

家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造 、

印刷、製本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石

材施工、パン製造 、ハム・ソーセージ・ベーコン

製造、水産練り製品製造 、建築大工、かわ

らぶき、とび、左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、配

管 、型枠施工、鉄筋施工、コンク

リート圧送施工、防水施工 、内装仕上

げ施工、熱絶縁施工 、サッシ施工

、ウェルポイント施工、化学分

析 、貴金属装身具製作 、表装、塗

装、広告美術仕上げ 、舞台機構調整、工業

包装、写真、商品装飾展示又はフラワー装飾の実技試験 １

２，１００円

イ 機械検査又は婦人子供服製造の実技試験 １０，１００円

ウ 和裁、テクニカルイラストレーション、機械・プラント製

図又は電気製図の実技試験 ８，９００円

� ２級及び３級の技能検定に係る実技試験（実技試験を実施す
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る日の属する年度の４月１日において２３歳未満の在職者（雇用

保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項の被保険者をい

い、出入国管理及び難民認定法 別表

第１の上欄の在留資格をもって在留する者を除く。）

に係る実技試験に限り、第７号に該当す

るものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ア 前号アに掲げる実技試験 ９，２００円

イ 第２号イに掲げる実技試験 ６，１００円

ウ 第２号ウに掲げる実技試験 ４，３００円

� ３級の技能検定に係る実技試験（２３歳未満の在校生に係る実

技試験に限り、次号に該当するものを除く。） 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア 第４号アに掲げる実技試験 ７，６００円

イ 第２号イに掲げる実技試験 ５，６００円

ウ 第２号ウに掲げる実技試験 ４，４００円

� ３級の技能検定に係る実技試験（２３歳未満の在校生であっ

て、在職している者に係る実技試験に限る。） 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア 第４号アに掲げる実技試験 ３，１００円

る日の属する年度の４月１日において２５歳未満の在職者（雇用

保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項の被保険者をい

い、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表

第１の上欄の在留資格をもって在留する者を除く。）及び同日

において３５歳未満の在校生（同欄の在留資格をもって在留する

者を除き、低所得世帯に属する在校生に限る。以下「３５歳未満

の在校生」という。）に係る実技試験に限り、次号 に該当す

るものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ア 園芸装飾、造園、さく井、金属溶解、鋳造、鍛造、金属熱

処理、粉末冶金、機械加工、放電加工、金型製作、金属プレ

ス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム

陽極酸化処理、金属ばね製造、ロープ加工、仕上げ、切削工

具研削、ダイカスト、電子機器組立て、電気機器組立て、半

導体製品製造、プリント配線板製造、自動販売機調整、産業

車両整備、鉄道車両製造・整備、時計修理、光学機器製造、

内燃機関組立て、空気圧装置組立て、油圧装置調整、縫製機

械整備、建設機械整備、農業機械整備、冷凍空気調和機器施

工、染色、ニット製品製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製

品製造、布はく縫製、機械木工、家具製作、建具製作、紙

器・段ボール箱製造、プリプレス、印刷、製本、プラスチッ

ク成形、強化プラスチック成形、陶磁器製造、石材施工、パ

ン製造、菓子製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産

練り製品製造、みそ製造、酒造、建築大工、かわらぶき、と

び、左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、畳製作、配
ちゅう

管、厨房設備施工、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧

送施工、防水施工、樹脂接着剤注入施工、内装仕上げ施工、

熱絶縁施工、カーテンウォール施工、サッシ施工、自動ドア

施工、ガラス施工、ウェルポイント施工、化学分析、金属材

料試験、貴金属装身具製作、印章彫刻、表装、塗装、広告美

術仕上げ、義肢・装具製作、舞台機構調整、工業包装、写

真、商品装飾展示又はフラワー装飾の実技試験 ９，２００円

イ 機械検査又は婦人子供服製造の実技試験 ６，１００円

ウ 和裁、テクニカルイラストレーション、機械・プラント製

図又は電気製図の実技試験 ４，３００円

� ３級の技能検定に係る実技試験（３５歳未満の在校生

に係る実技試験に限る。） 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア 園芸装飾、造園、さく井、鋳造、鍛造、金属熱処理、機械

加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっ

き、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、ダイカスト、電子

機器組立て、電気機器組立て、プリント配線板製造、時計修

理、内燃機関組立て、冷凍空気調和機器施工、染色、ニット

製品製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫

製、家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造、印刷、製

本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石材施工、

パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品
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�愛媛県告示第３０９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３１０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３１１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

イ 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第３１２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、築炉、ブロック

建築、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリー

ト圧送施工、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッ

シ施工、ウェルポイント施工、化学分析、貴金属装身具製

作、表装、塗装、広告美術仕上げ、舞台機構調整、工業包

装、写真、商品装飾展示又はフラワー装飾の実技試験 ３，１０

０円

イ 省略

８ 前項第４号の「低所得世帯」とは、３５歳未満の在校生の属する

世帯の世帯主及び全ての世帯員が実技試験を実施する日の属する

年度（当該実技試験の申込みを４月から７月までの間に行う場合

にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の

規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。）

の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定

により課する所得割を除く。）が課されていない者（市町村（特

別区を含む。）の条例で定めるところにより当該市町村民税を免

除された者を含む。）である世帯並びに生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）による保護を受けている世帯をいう。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

八 幡 浜 中 央 薬 局 八幡浜市江戸岡一丁目８７
０－３ 令和６年２月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
医療法人 弘浜会 沢近医
院 南宇和郡愛南町城辺甲３４

７－２ 令和６年２月６日
（変更前）
浜口医院

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

八 幡 浜 中 央 薬 局 八幡浜市江戸岡一丁目８７
０番地３ 令和６年１月３１日

� 橋 医 院 喜多郡内子町五十崎甲１１
２５番地 令和６年２月１日

文 化 堂 薬 局 今治市喜田村六丁目３番
３３号 令和６年２月１１日
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�愛媛県告示第３１３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護支援事

業者）から居宅介護支援事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会医療法人 同心会 西条市朔日市８０４番地 西条中央病院訪問看護ステー
ション 西条市朔日市８０４番地 令和６年３月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ヒアサ薬局 今治市広紹寺町２丁目３－１ ヒアサ薬局壬生川店 西条市周布４８６番地４ 令和５年１２月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ヒアサ薬局 今治市広紹寺町２丁目３－１ ヒアサ薬局壬生川店 西条市周布４８６番地４ 令和５年１２月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社弘祐会 西条市丹原町寺尾甲３１番地２ デイサービスセンターこうゆ
う庵 西条市丹原町寺尾甲３１番地１ 平成２８年３月３１日

有限会社ファミリエ 八幡浜市保内町宮内１番耕地
５７０番地１ 小規模多機能型居宅介護橙園 八幡浜市保内町宮内１番耕地

５７０番地１ 令和６年３月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る居宅介護支援事業を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社弘祐会 西条市丹原町寺尾甲３１番地２ 居宅介護支援事業所こうゆう
庵 西条市丹原町寺尾甲３１番地１ 令和３年２月２８日
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�愛媛県告示第３１８号
医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の６の規定により、第７

次愛媛県地域保健医療計画（令和４年４月愛媛県告示第４０２号）を

変更し、第８次愛媛県地域保健医療計画を次のとおり定めた。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次のとおり」は、省略し、変更後の計画書を愛媛県保健福祉

部社会福祉医療局医療対策課及び各保健所に備え置いて一般の縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第３１９号
愛媛県における感染症の予防のための施策の実施に関する計画

（愛媛県感染症予防計画）を次のとおり変更した。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次のとおり」は、省略し、変更後の愛媛県感染症予防計画の

計画書は、健康増進課及び各保健所に備え置いて一般の縦覧に供す

る。）

�������
�愛媛県告示第３２０号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第２６号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると認めら

れた県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲を、

令和６年４月１日次のとおり定めた。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 四国中央市の藤谷池及び二級河川川茂川水系川茂川の本支流並

びにこれらと連接して一体を成す内水面

２ 二級河川渦井川水系渦井川の本支流及びこれと連接して一体を

成す内水面

３ 御舟川雨水幹線、観音水雨水幹線及び新川雨水幹線並びにこれ

らと連接して一体を成す内水面

４ 西条市北条１４０７番１地先の遊水池並びに二級河川崩口川水系崩

口川及び二級河川一ツ橋川水系一ツ橋川の本支流並びにこれらと

連接して一体を成す内水面

５ 二級河川大曲川水系大曲川及び二級河川新川水系新川の本支流

並びにこれらと連接して一体を成す内水面

６ 鹿野川ダムから下流の一級河川肱川水系肱川の本支流及びこれ

と連接して一体を成す内水面

７ 愛媛県と高知県の県境から上流の一級河川渡川水系広見川、目

黒川及び家地川の本支流並びにこれらと連接して一体を成す内水

面

８ 二級河川来村川水系来村川及び二級河川神田川水系神田川の本

支流並びにこれらと連接して一体を成す内水面

９ 宇和島市の二級河川本谷川水系本谷川の本支流及びこれと連接

して一体を成す内水面

�������
�愛媛県告示第３２１号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

津田川
４８１－
１３４３

宇和島
市吉田
町立間
（次の
図のと
おり）

土石流

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

南予地方局建設部及び宇和島市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３２２号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項及び第９条第８項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の

指定を解除する。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社弘祐会 西条市丹原町寺尾甲３１番地２ デイサービスセンターこうゆ
う庵 西条市丹原町寺尾甲３１番地１ 平成３０年３月３１日

有限会社ファミリエ 八幡浜市保内町宮内１番耕地
５７０番地１ 小規模多機能型居宅介護橙園 八幡浜市保内町宮内１番耕地

５７０番地１ 令和６年３月３１日
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��������������

訓 令

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

津田川
４８１－
１３４３

宇和島
市吉田
町立間
（次の
図のと
おり）

土石流 津田川
４８１－
１３４３

宇和島
市吉田
町立間
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

南予地方局建設部及び宇和島市に備えて一般の縦覧に供する。）

�愛媛県告示第３２３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第７号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

青 野 央 壬 生 川 耳 鼻 咽 喉 科 西条市三津屋南９番１０ 高 木 耳 鼻 咽 喉 科 四国中央市下柏町６８１番地１ 令和６年
３月１９日

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務

は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）、薬剤師法（昭和３５年法律

第１４６号）、麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法（昭 和２８年 法 律 第１４

号）、大麻草の栽培の規制に関する法律（昭和２３年法律第１２４

号）、覚醒剤取締法（昭和２６年法律第２５２号）、あへん法（昭

和２９年法律第７１号）、毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第

３０３号）及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年

愛媛県条例第５３号）に関すること。

�～� 省略

省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

（分掌事務）

第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務

は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）、薬剤師法（昭和３５年法律

第１４６号）、麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法（昭 和２８年 法 律 第１４

号）、大麻取締法 （昭和２３年法律第１２４

号）、覚醒剤取締法（昭和２６年法律第２５２号）、あへん法（昭

和２９年法律第７１号）、毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第

３０３号）及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年

愛媛県条例第５３号）に関すること。

�～� 省略

省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関
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（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

する法律、薬剤師法、麻薬及び向精神薬取締法、大麻草の栽培

の規制に関する法律、覚醒剤取締法、あへん法、毒物及び劇物

取締法及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例に関するこ

と。

�～� 省略

省略

（事務の委任）

第４条 省略

２ 松山市の区域における次に掲げる事務は、中予保健所長に委任

する。

� 別表企画課の表２の部に掲げる大麻草の栽培の規制に関する

法律の施行に関する事務

�～� 省略

３・４ 省略

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

する法律、薬剤師法、麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法

、覚醒剤取締法、あへん法、毒物及び劇物

取締法及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例に関するこ

と。

�～� 省略

省略

（事務の委任）

第４条 省略

２ 松山市の区域における次に掲げる事務は、中予保健所長に委任

する。

� 別表企画課の表２の部に掲げる大麻取締法

の施行に関する事務

�～� 省略

３・４ 省略

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

企

画

課

１ 省略 企

画

課

１ 省略

２ 大麻

草の栽

培の規

制に関

する法

律（昭

和２３年

法律第

１２４

号）の

施行に

関する

事務

１ 省略 ２ 大麻

取締法

（昭

和２３年

法律第

１２４

号）の

施行に

関する

事務

１ 省略

３～２１

省略

３～２１

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

薬

務

衛

１～５

省略

薬

務

衛

１～５

省略

６ 大麻 １ 大麻取扱者に関すること。
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

生

課

生

課

取締法

の施行

に関す

る事務

� 大麻栽培者及び大麻研究

者（以下この部において

「大麻取扱者」という。）

の免許の付与（第５条）

○

� 大麻取扱者の取消しの申

請等の処理（第１０条）

○

� 大麻栽培者の持出しの許

可（第１４条）

○

� 大麻取扱者の報告の処理

（第１５条、第１７条）

○

２ 監督に関すること。

� 大麻取扱者免許の取消し

（第１８条）

○

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 省略 １５ 省略

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 省略 ２１ 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略

２３ 省略 ２４ 省略

２４ 省略 ２５ 省略

２５ 省略 ２６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

企

画

１～１２

省略

企

画

１～１２

省略
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公 告

�公 告

次のとおり企画提案書の提出を招請する。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

えひめこどもの城芝生広場エリアリニューアル業務

� 業務内容

えひめこどもの城芝生広場エリアリニューアル業務委託公募

型プロポーザル手続等に関する説明書（以下「説明書」という。）

による。

� 履行期間

契約締結の日から令和７年３月３１日まで

２ 参加資格及び評価項目

� 企画提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の

請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、

かつ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事

項に該当するもの。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第

１項各号のいずれにも該当しない者であること。

イ 参加表明書の受領の期限の日から企画提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手

続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規

定による更生手続開始の申立て、破産法（平成１６年法律第７５

号）の規定による破産手続開始の申立て又は会社法（平成１７

年法律第８６号）の規定による特別清算開始の申立てがなされ

ていないこと（民事再生法の規定による再生計画認可又は会

社更生法の規定による更生計画認可の決定を受けている者を

除く。）。

エ 企画提案書の受領の期限の日前６か月間において、振り出

した手形又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止さ

れていないこと。

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員若しくは当

該暴力団員が役員となっている法人その他の団体又はこれら

の者の利益となる活動を行う者でないこと（アに該当する者

を除く。）。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する法律（令和５年法律第８４号）の施行の日から施行する。

課 １３ 大麻

草の栽

培の規

制に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 省略 課 １３ 大麻

取締法

の施

行に関

する事

務

１ 省略

１４～１９

省略

１４～１９

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 大麻草の栽培の規制に関する法律第２１条第２項の規定に基づ

く身分を証明する証票の交付に関すること。

�の２～�１０１ 省略

４～６ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 大麻取締法 第２１条第２項の規定に基づ

く身分を証明する証票の交付に関すること。

�の２～�１０１ 省略

４～６ 省略
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� 企画提案書を特定するための評価項目

ア 実施体制等

本業務の実施に必要な体制、１で示した業務と同種若しく

は類似の業務の受注又は運営若しくは参画の実績、確実かつ

効果的なスケジュール

イ 屋根の新設

規模及び景観との調和、機能性、安全性

ウ トランポリン遊具の更新

利用者の楽しみや安全に配慮した大きさや構造、適切な管

理への配慮

エ その他リニューアル

工事期間中の興味を引くイベント、配慮が必要な利用者へ

の対応

オ 追加提案

追加提案の実現性及び有効性

カ 見積金額

計上費用の妥当性

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県保健福祉部生きがい推進局

子育て支援課子ども健全育成グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２４４８

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

令和６年４月２日（火）から４月１６日（火）までの執務時

間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３

号）第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和６年４月１６日（火）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 企画提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和６年５月１３日（月）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県保健福祉部生きがい推進局

子育て支援課子ども健全育成グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２４４８

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Renew

Grass Square area at the Ehime Children’s Playground，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，１６ April２０２４

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，

１３May２０２４

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact：Child Healthy Upbringing Group，Child Care Support

Division，Lifelong Support Promotion Subdepartment，Health

and Welfare Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２４４８
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和６年４月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

動物用焼却炉の購入

� 購入物品名及び数量

動物用焼却炉 １基

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和７年１月３１日（金）

� 納入場所

愛媛県南予家畜保健衛生所の解剖・焼却棟

（所在地：愛媛県西予市宇和町稲生２５７番地）

� 入札方法

ア 入札は、紙入札で行うこととする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格
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雑 報

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県農林水産部農業振興局畜産課

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２５７５

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参又は郵送（書留郵便に限る。）

して提出

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付又は愛媛県ホームページからダウンロ
ード

� 開札の日時及び場所

日時：令和６年５月１４日（火）午後１時３０分

場所：愛媛県庁 第一別館７階 農林水産部会議室

（都合により、変更する場合がある。）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条か

ら第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和６年５月７日（火）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� 契約の成立

この公告の物品購入に係る契約は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により、愛媛県議会の議

決を得たときに、本契約として成立するものとする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条か

ら第１５４条までの規定による。

イ 入札書の提出方法

入札書を直接または郵便（書留郵便に限る。）により提出

すること。

ウ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Incinerator for animal，１ Set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，May１４，２０２４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Livestock Division，

Agriculture，Forestry and Fisheries Department Ehime

Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２５７５

�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第２５号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項及び第１７１条第４

項の規定に基づき、にほんうなぎの採捕の禁止について、令和６年

４月１日次のとおり指示した。

令和６年４月２日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 岡 村 重 治

１ 指示の内容

� 採捕を禁止する水産動物

全長２５センチメートルを超えるうなぎ

� 禁止期間

１０月１日から翌年３月３１日まで

� 禁止区域

愛媛県内の公共の用に供する河川等の内水面及びこれと連接

一体を成す水面

� 適用除外

愛媛県漁業調整規則第４７条の規定により、知事の許可を受け

たもの及び試験研究機関が試験研究のために採捕する場合は、

この限りではない。

２ 指示の期間

令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで
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�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第２６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項及び第１７１条第４

項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

令和６年４月１日次のとおり指示した。

令和６年４月２日
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愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 岡 村 重 治

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面（以下

「公共用水面等」という。）において、コイがコイヘルペスウ

イルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると愛媛県知事

が認めた場合は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコ

イを持ち出してはならない。ただし、公的機関が試験研究又は

検査に供する場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件の全てに該当する場合以外は、してはならない。た

だし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場合

はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

令和６年４月２日 発行


